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三重県・「メインバンク」動向調査（2025 年） 
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三重県内企業の 2025 年メインバンク調査では、百五銀行が 17 年連続首位（10278 社）と

なった。あいち銀行（愛知銀行と中京銀行が合併）が北勢や伊賀地域を中心にメインの取引社数

を落とす中、地元金融機関の増加が目立った。 

業態別では、「地方銀行」のシェアが 72.55％、信用金庫 13.71％と両者で 9 割近くにのぼる。

一方、法人取引を拡大した「ネット銀行」は 10 年で 4.6 倍に増加、楽天、PayPay などが伸長

した。 

 

株式会社帝国データバンク四日市支店では、2025 年 10 月末時点の企業概要データベース「COSMOS2」（三重県約 2 万

3000 社収録、特殊法人・個人事業主含む）をもとに、企業が「メインバンク」と認識する金融機関を分析した。一企業に複数のメイ

ンがあるケースでは、各企業が最上位として認識している金融機関をメインバンクとした。同調査は 2024 年 12 月に続き 17 回

目。  

[注] 本調査は帝国データバンクが独自に調査・保有する企業概要データベース「COSMOS2」に収録された企業データであるた

め、各金融機関がメインとして認識する実数と異なる場合がある  
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三重県 金融機関ランキング 2025 

トップは「百五銀行」の 10278 社 17 年連続首位 

 2025 年の三重県メインバンク社数トップは「百五銀行」で企業数は 10278 社となり、2009 年の調査

開始以降 17 年連続の首位。また、前年から 252 社増加したほか、シェアは 44.79％となった。2 位は「三

十三銀行」の 5945 社で前年から 146 社増加、シェアは 25.91％となった。3 位は「桑名三重信金」

（1647 社、シェア 7.18％）で、4 位の「北伊勢上野信金」は前年から 64 社増の 1170 社でシェアは

5.10％となり、順位に変動はないものの、その差が縮まった。5 位「三菱 UFJ 銀行」は前年から 13 社減少

し 732 社となり、6 位の「あいち銀行」（549 社）は合併前の旧中京・旧愛知両行の合算社数（前年 569

社）から実質減少して続いた。 

 

三重県  メインバンクシェアランキング（上位 30）  
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シェア、「地方銀行」と「信用金庫」で約 9 割 

 業態別にみると、シェアが最も高かったのは「地方銀行」で 72.55％となり、続いて「信用金庫」の

13.71％で両者合わせて 86.26％となった。一方、第 2 地銀は前掲の中京銀・愛知銀の合併に伴う、支店

の統廃合の影響からメイン社数は減少を示している。 

 このほか、全体に占める割合は僅少ながら「ネット銀行」（0.23％、前年から 22 社増加）、ゆうちょ銀行な

ど「その他金融機関」（0.30％、前年から 6 社増加）もメインバンクとしてのシェア増加がみられた。 

 

金融機関業態別シェア  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業を取り込む「ネット銀行」 利用社数は 10 年で約 5 倍 

 実店舗を持たず、インターネットバンキングなど個人向け金融事業を主力とする「ネット銀行（新形態の銀

行）」が、利便性・スピード・デジタル活用などを背景に三重県内においても中小企業を中心に存在感を高め

ている。三重県内企業で、メイン、サブを問わずネット銀行の取引者数は 10 年前の 2015 年調査では 33

社であったものが、今回調査で 152 社（＋119 社）となり、当時から 4.6 倍に増加した。具体的なネット銀

行では楽天グループの「楽天銀行」が 61 社、ソフトバンクグループの「PayPay 銀行」（56 社）、「住信 SBI

ネット銀行」（21 社）などが上位となった（複数取引を含む）。 

メインバンク「ネット銀行」の動向  

 

 

 

 

 

 

 

ネット銀行「取引社数」推移（メイン・サブ含む合計、2015 年以降）  

※複数取引を含む  
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主要市郡別 百五銀行：県内で圧倒的な広域シェアを維持  

北勢地域では三十三銀行が強みを発揮 

企業数の多い順に主要 15市郡の状況を整理すると、県内のメインバンク構造には依然として明確な傾向

がみられた。全域を俯瞰すると、県内シェアトップの百五銀行が 15 市郡のうち 11 市郡でメインバンク首位

を確保しており、その地盤の広さと地域密着度の高さがあらためて確認される結果となった。  

一方で、地域によっては異なる金融機関が強みを示している。特に四日市市、鈴鹿市、三重郡の 3 エリア

では、三十三銀行が最も多くの企業からメインバンクに選ばれ、製造業・物流企業の集積が目立つ北勢地

域における同行の営業基盤の強さが反映された形となっている。伊賀市では、地元企業との深い関係性を

背景に、北伊勢上野信用金庫がメインバンクトップとなった。同金庫は「うえしん」の愛称が広く浸透しており、

旧上野信用金庫を源流とする歴史的経緯が、地域での高い支持につながっていると考えられる。地方信金

としての機動力や地元密着の営業スタイルが、他の大手地銀との差別化要因として機能している点も注目

される。このように、県全体では地方銀行の優位性が際立つ一方、市郡ごとに地場金融機関が存在感を見

せており、地域特性がメインバンク選択に色濃く影響していることが読み取れる。 

主要市郡別  メインバンクの動向  

 

 

 

売上規模別、業種別の動向  

売上規模別では、それぞれの規模で地域金融機関が上位を占めていた。ただし、売上の上位層となる 10

億円以上から「三菱 UFJ 銀行」や「みずほ銀行」といった都市銀行が上位に名を連ねていた。  

また、業種別でも、各地域金融機関が上位を占めるが、その他産業（農林水産など）では農協がランクイ

ンした。  

 ※表中の「あいち銀行」について、２０２４年の数値は旧「愛知銀行」の実績。  
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売上規模別  メインバンクの動向  

 

 

  

次頁に続く  
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業種別  メインバンクの動向  
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地域金融機関に求められる「事業性評価力」と「伴走力」 

日本銀行が 2024 年 3 月に政策金利の引き上げを表明して以降、企業の借り換え局面では利上げ交渉

が本格化し、地域金融機関は「金利のある世界」への適応を迫られている。帝国データバンクの分析によれ

ば、三重県内企業の 2024 年度決算における平均借入金利は 1.18％と前年から 0.28 ポイント上昇し、

超低金利を前提としたシェア拡大競争から、市場実勢を踏まえた貸出姿勢へと確実に移行している。 

同時に、企業を取り巻く資金調達環境は大きく変化している。ネット銀行などの新興勢力が、低コストや

迅速な審査を武器に利用を伸ばしており、スタートアップや事業承継後の若手経営者を中心に、金融機関

選定の基準は「金利」から「対応の質・スピード」へシフトしている。小規模企業では、特定のメインバンクを

持たず複数行を使い分けるケースも増えており、預金・貸出に依拠した従来型モデルだけでは競争力を維

持しにくい局面となりつつある。 

こうした環境変化のなかで、地域金融機関に求められるのが「事業性評価力」と「伴走力」である。決算数

値だけに依存せず、技術力や知的資産、顧客基盤、収益構造などを総合的に評価する事業性評価力は、金

融仲介機能の中核を成す。2026 年に導入される「企業価値担保権」を活用した融資制度は、こうした評価

能力を一層重視する仕組みであり、金融機関の「目利き力」が直接問われることになる。 

また、中小企業が抱える課題は資金繰りにとどまらず、人材確保や販路開拓、事業再生、デジタル化など

多岐にわたる。これらの課題に寄り添い、継続的に支援する伴走力の必要性は一段と高まっている。県内金

融機関でも、再生支援部門の新設や、コンサルティング機能を強化した店舗展開など、企業との接点の質を

高める取組みが進んでいる。 

総じて、地域金融機関が競争の中で存在感を維持・強化するためには、金利では代替できない「事業性

評価力」と「伴走力」を発揮できるかが鍵となる。三重県の主要産業が構造変化を迎える今こそ、金融機関

が企業の「良きパートナー」としてその役割を果たすことが、地域経済の持続的な発展につながる。 


